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「とくしま森林経営管理協議会」と「とくしま森林バンク（仮称）」により地域の森林管理を支援
～徳島県～

○ 平成30年５月、徳島県、県内市町村（24市町村）、徳島森林づくり推進機構及び徳島県森林組合連合会は、県
内の「新たな森林管理システム」の構築に向け、県全体の取組方針の決定、各圏域のシステム検討、国からの情
報共有等を担う組織として「とくしま森林経営管理協議会」を設立。オブザーバーとして、徳島森林管理署、県
木材協同組合連合会等が参加。

○ 県は、「スマート林業プロジェクト」（令和元～4年度）の中で、令和元年度に「とくしま森林バンク（仮
称）」を創設し、森林所有者の意向調査情報の収集とＧＩＳでの一元管理を進め、森林バンクと協議会を車の両
輪に、地域の森林管理を支援し、新たな施業地の拡大・確保を推進。

（出典）徳島県資料等
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市町の森林管理を全面サポートする「やましごと工房」の設立
～徳島県美馬市・つるぎ町～

○ 美馬市（人口29,069人、森林面積29,016ha（79％））、つるぎ町（人口8,064人、森林面積16,728ha
（86％））、県（西部総合県民局）は、平成30年10月、森林経営管理法による市町の森林管理を全面的にサ
ポートする組織として「やましごと工房」を設立。事務局は県西部総合県民局内に設置し、専任スタッフ

（２名）と兼務スタッフで運営。
○ 今後、①森林経営管理法による市町の森林管理の全面サポート（森林所有者への意向調査、森林現況調査、
森林経営計画策定の支援等）、②森林管理業務から派生する課題に対応するベンチャーの創出・支援（ビジ
ネスシーズの事業化、森林経営管理のマッチング等）を２本柱に事業を展開。５年以内の法人化を目指す。

（出典）徳島県資料等 ２
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1.設立趣旨
町内には森林組合以外に山林作業を行う林

業事業体がないため、今後必要となる主伐や
大径木に対応した伐採・搬出技術や基盤整備、
担い手育成に取り組む。

2．設立日：平成31年3月28日

3．主な業務
・町内の森林管理・整備
・林業経営者の育成 等

4．事務局（町産業課内）
・専任スタッフ１名（徳島中央森林組合
0B）※今後採用予定

町の森林管理を担う「一般社団法人かみかつ森林環境公社」の設立
～徳島県上勝町～

○ 上勝町は、徳島県の中央、勝浦川の上流に位置する中山間の町（人口1,547人、森林率88％）。町は、平成
31年３月末、町内の森林管理を担う「一般社団法人かみかつ森林環境公社」を設立。徳島中央森林組合OBを
専任スタッフとして採用。

○ 今後、森林環境譲与税も活用しながら、森林所有者の意向調査を行い、公社による森林整備や新規就業者
の採用・育成などの取組を推進。

■ 一般社団法人かみかつ森林環境公社の概要 ■ 上勝町の風景

人 口 1,547人
森林面積 9,689ha（人工林80％）
森林率 88％

■上勝町

樫原の棚田のＬＥＤライトアップいろどり橋周辺の桜

（出典）上勝町ＨＰ等 ３
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県南部地域の森林管理を担う「とくしま南部地域森林管理システム推進協議会」の設立
～徳島県那賀町・美波町・牟岐町・海陽町・阿南市～

○ 徳島県南部地域５市町（那賀町、美波町、牟岐町、海陽町、阿南市）、県（林業戦略課、南部県民局）、
徳島森林づくり推進機構は、令和元年７月、県南部地域の森林管理を担う組織として「とくしま南部地域森林管
理システム推進協議会」を設立。事務局は機構内に設置。

○ 県南部５市町、県、機構が連携し、地域の豊富な森林資源の管理と循環利用に向けて、森林所有者への意向調
査、森林経営に関する相談窓口の設置（ハローフォレスト阿南・那賀と海部）等の活動を推進。

■ とくしま南部地域森林管理システム推進協議会の概要 ■徳島県南部地域５市町

人口 森林面積 森林率

①那賀町 7,897人 65,958ha 95%

②美波町 6,541人 12,486ha 89%

③牟岐町 3,930人 4,900ha 87%

④海陽町 8,715人 29,985ha 92%

⑤阿南市 70,935人 14,955ha 54%

①
②

③
④

⑤

（出典）徳島県資料等 ４
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・敷地面積3,950㎡、建築面積1,070㎡、木造１階建

・入居機関
那賀町林業振興課・森林管理サポートセンター
木頭森林組合相生支所
徳島森林づくり推進機構那賀支部
徳島県森林協会南部事業所 等

町林業ビジネスセンターによる森林情報の一元化とサービスのワンストップ化
～徳島県那賀町～

○ 那賀町は、平成29年4月、那賀町林業ビジネスセンターを設置。町林業振興課・森林管理
サポートセンター、木頭森林組合相生支所、徳島森林づくり推進機構那賀支部、徳島県森林
協会南部事業所等が入居し、川上から川下の森林・林業情報を一元化・マッチングすると
ともに、施業集約化、人材育成等のサービスをワンストップで提供。

○ 那賀町では、平成28年4月に県立那賀高校に森林クリエイト科(定員20人)が設置。町の林業

青年グループ「那賀町林業従事者会“山武者”」が林業従事者の交流や技術向上活動等を推進。

■ 那賀町林業ビジネスセンター ■ 那賀町林業従事者会“山武者”

・平成3年に、町内木材生産者の主力メンバーが山武者
の前進となる林業青年グループ「丹生谷地域林業研究
会」を設立。

・平成25年、林業事業体同士
の垣根を越えた連携のため、「那賀町林業従事者会
“山武者”を設立。

・林業従事者の交流、地域
イベントへの参加、匠から
技術を受け継ぐためのワー
クショップ等の活動を実施。

（出典）那賀町・山武者資料、那賀ウッドHP

やまむしゃ

やま むしゃ

５

那賀町
人 口 7,660人（H31.1）
森林面積 65,958ha（H30.3）

（森林率：95％）

なかちょう



町民参加の「神山のやまを語る会」の議論を通じた神山町森林ビジョンづくり
～徳島県神山町～

○ 神山町は、徳島県の北東部、鮎喰川上流に位置する中山間の町（人口5,262人、森林率86％）。町は、町の森林の
将来の姿を広く町民に提示するための「神山町森林ビジョン（仮称）」の策定に向けて、町民が参加する「神山の
やまを語る会」を開催し議論を積み上げ。森林ビジョンは町の森林管理にも反映していく方針。

〇 町は、地域林政アドバイザー２名（県庁、森林組合のＯＢ）の採用により体制を強化し、令和元年度から町内を
４地区に分けて順次森林所有者への将来の森林管理に関する意向調査を行う計画。意向調査の結果を踏まえ、集落
別、流域別等の説明会を開催し、地域の森林管理の方針を検討していく方針。

■「神山のやまを語る会」の様子

第１回 2018.2.20

第２回 2018.6.18

（出典）：神山町HP等

■町産材を使った町営賃貸住宅（大埜地集合住宅）の様子（2018.8）

■神山町
人口5,262人
森林面積14,897ha
（うち人工林70％）
森林率86％

６
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１．目的
森づくりの基本理念、市の責務、森林組合、森林所

有者、市民、事業者等の役割、森づくり施策の基本事
項を定めることにより、森づくり施策を総合的計画的
に推進し、市の豊かな森林の保全、創造に寄与する。

２．基本理念
森づくりは、森林が市民共有の財産であることを認

識し、市、森林組合、森林所有者、市民、事業者等の
適切な役割分担と相互の連携・協力により継続して推
進しなければならない。

３．関係者の役割の明確化
市の責務、森林組合・森林所有者・事業者等の役割

４．「三好市森づくり基本計画」の策定
５．森林の適正な整備・保全、林業・木材関連事業の振
興、三好市産材の需要拡大

６．市民等との協働の森づくり、森林環境教育・木育の
推進

７．「三好市森づくり委員会」の設置（委員10人以内）

三 好 市 森 づ く り 条 例 の 制 定 に よ る 地 域 協 働 に よ る 森 づ く り の 推 進
～ 徳 島 県 三 好 市 ～

○ 三好市は、平成18年３月、徳島県西部６町村の合併で誕生した四国中央に位置し、四国最大
の面積を有する中山間のまち（人口25,849人、森林率88％）。

○ 市は、令和元年６月、三好市森づくり条例を制定。今後、森林の多面的機能の持続的な発揮を
重視した市民・事業者・市協働による新たな森づくりを展開していくため、「三好市森づくり委
員会」を設置し、市民参加のワークショップ等の開催により幅広い意見を聞きながら、「三好市
森づくり基本計画」を策定

■三好市森づくり条例の概要（令和元年６月制定）

７

■徳島県三好市
人 口 25,849人
森林面積 63.48ha
森林率（88％）

■三好市と徳島森林管理署のド
ローン活用災害活動連携協定
（H29年3月） ～全国初の協定～

■祖谷のかずら橋

（出典）：三好市資料等

みよしし



高知県は、平成31年４月の森林経営管理法の施行に合わせ、市町村における制度の円滑な運用のため、平成30年に
設置した「森林管理システム検討会」を廃止して、新たに「森林管理システム支援チーム」を設置するなど市町村の支援
体制を強化

市町村の制度の円滑な運用に向けた「森林管理システム支援チーム」の設置
～高知県～

８
（出典）：高知県資料等

　 　 　 　 支援チーム［市町村支援の実行］

本　 　 庁 林業事務所

全体会
［市町村の課題に対する対策検討］

代表市町村

本庁・林業事務所

（オブザーバー）

四国森林管理局

林業事務所W G
［市町村の取り組み支援・課題抽出］

市町村　等

林業事務所

（オブザーバー）

森林管理署　等

・進捗状況

・課題抽出

・支援の実行・課題への対策案

市町村の
制度の

円滑な運用

①　市町村の支援策の検討と現場レベルの支援の実行
　　ア　意向調査の対象森林の選定や経営管理権集積計画の
　　　　作成等の支援
　　イ　市町村の森林所有者等への説明の支援
　　ウ　市町村と林業経営者等の意見の調整
　　エ　市町村職員向け研修の講師

②　林業事務所ＷＧの事務局
③　その他森林管理システムの円滑な運用に必要な
　事項に関すること

林業事務所W Gの役割

○　市町村
　・ 国や県、他の市町村の情報
　　を取得しながら、自らの取り組
　　みの検討
　・ 県への支援の要求

○　県林業事務所
　・ 市町村との日程調整、会資　　　
　　料の作成など
　・ 市町村の検討や取り組みの
　　支援
　・ 市町村の取り組み状況の把握

　・ 市町村の取り組みに対する
　　課題の抽出

全体会の役割

○　市町村代表
　・ 市町村における課題の提議
　・ 県の考える対策案等への意
　　見や提案

○　県本庁・林業事務所
　・ 代表市町村との日程調整、
　　会資料の作成など
　・ 市町村の共通する課題及び
　　個別課題への対応策の検討

　・ 必要に応じて国への政策提
　　言又は要望を検討

①　市町村の支援策の検討と支援の実行
　　ア　市町村の検討や取り組みに対する助言
　　イ　市町村が活用するチラシやマニュアル等の作成
　　ウ　意欲と能力のある林業経営者等の登録制度の運用
　　エ　市町村職員向けの研修制度の運用
　　オ　国の森林環境税・森林環境譲与税に係る情報提供
　　カ　国や他県の動向等の情報提供
　　キ　支援策に係る県予算の計上

②　全体会の事務局
③　林業事務所支援チームのサポート
④　その他森林管理システムの円滑な運用に必要な
　事項に関すること

支援チームの役割

林業事務所本　 　 庁

市町村の制度の円滑な運用に向けた森林管理システム支援チームの取り組み概要（2019）

2019
新規
設置



山 主
【メリット】
◎費用をかけずに山林管理ができます。
◎良質な立木が育ちやすくなります。
◎少しですが、収入もあります。

間伐材の売上
の１０％を還元

20年間の山林
管理を委託
（無 料）

施業を委託

佐 川 町
【メリット】
◎環境保全（土砂災害防止等に繋がります。）
◎雇用が創出され、地域が活性化されます。

自伐型林業事業者
（地域おこし協力隊卒業生等）

【メリット】
◎施業場所を確保することにより、安
定的に収入を得ることができます。

役 場

（出典）佐川町資料

○ 佐川町は、平成27年度から小学校区の地元住民と委嘱する「山地集約化推進員」の協力を得て森林
所有者の把握と調整を行い、５地区の対象面積868haの36％に当たる316haで20年間の長期森林施業
管理契約を締結し、このうち約45haの施業を委託。地域おこし協力隊の３年の任期中に町有林も活用し
林業スキル所得のための研修を実施するとと もに、チェーンソー、防護ズボン等の道具やバックホー、
林内作業車等の機械導入を支援。

○ 町が地域おこし協力隊卒業生や自伐型林業推進協議会等に管理契約森林の施業を委託し、間伐材
売上げの10％を山主に還元。平成26～28年度の協力隊任期満了者15名のうち10名が町に定住しうち
8名が林業に従事。

町主導による林地集約と自伐型林業による雇用創出
～高知県佐川町～

佐川町
人口 ：12,816人
森林面積：7,117ha
森林率 ：71％

■ 町による山林施業管理のイメージ

９

さかわちょう



○ 平成23年11月、仁淀川町の林産と製材の７業者が「仁淀川林産協同組合」を設立。それまで隣県に出荷されていた町内の原
木を組合の土場である佐川集材センターに集約し、一部の製材品を乾燥した上で販売する体制を構築。原木取扱量は設立時か
ら約４倍に増加（年間約３万㎥）。

○ 平成27年12月、町、森林組合、林産協同組合が「仁淀川町森林管理推進協議会」を設立し、森林所有者や森林情報を一元化
し、林産協同組合が所有者と森林管理委託契約を締結し、森林経営計画を策定し、森林組合や事業体に施業を発注。

○ 平成29年９月、仁淀川町、佐川町、越知町は、高吾北原木安定供給協議会を設立。林業成長産業化地域の指定を受け、３町
の関係者が連携し、森林データによる施業集約化、原木安定供給、林業の担い手育成等の活動を展開。

仁淀川町森林管理推進協議会による施業集約と地域の加工・販売体制の構築
～高知県仁淀川町～

仁淀川町森林管理体制

森林所有者

仁淀川町

仁淀川町森林管理推進協議会

仁淀川町
（事務局）

仁淀川
森林組合

仁淀川林産
協同組合

・森林台帳（所有者・現況・施業履歴等）の作成、一元化
・森林現況調査

収益還元

集約化候補地
の提案

候補地の森林所有
者情報の提供

森林現況・
施業履歴の蓄積

森林経営計画参加
の働きかけ

■ 仁淀川町森林管理推進協議会

森林経営計画
委託契約の締結

仁淀川林産協同組合
・森林経営計画の策定
・所有者への提案

森林組合

・施業実施

A事業体

・施業実施

B事業体

・施業実施

C事業体

・施業実施

集約化の働きかけ

土地台帳等の利用

同意の得られた
所有者情報の台帳化

（山林登録）

■ 仁淀川町

仁淀川町

人口 4,961人
森林面積 29,619ha
森林率 89％

（出典）仁淀川町資料等

アドバイザー
中央西林業事務所

10
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森林組合主導による集約化施業と高効率・低コスト林業の推進
～高知県香美森林組合～

○ 香美森林組合は、平成８年から各地で座談会を開催し地域の合意形成を進め、「作業道」、「機械化林業」、
「人作り」を３本の柱に団地化による集約化施業（「森の工場」）の取組を推進。平成29年度現在で11団地、
約1万2千haの森林を集約化。

○ 県内の大型製材工場、木質バイオマス発電所の稼働に対応するため、平成27年に地域山林からの木材集積・
供給拠点として「繁藤ストックヤード」を整備。タワーヤーダ等の高性能林業機械と作業道改良によるトラッ
ク直送運搬の新作業システムにより、高効率・低コスト林業を実践し、山元に利益を還元。

■ タワーヤーダを活用した新作業システムの導入

貯木場 15,314㎥

香美市
人口 ：26,862人
森林面積 ：47,208ha
森林率 ：88% 

■ 高性能林業機械

タワーヤーダ プロセッサ

ハーベスタ

（出典）香美森林組合資料等

■ 繁藤ストックヤード

従来型作業システム

伐 倒
（ﾁｪｰﾝｿｰ）

運 材
（10ｔトラック）

作業道の幅員・曲線半径・勾
配を改良

事業の効果

労働生産性
２．５㎥/人日

集 材
（単線地曵）

造 材
（チェーンソー、

プロセッサ）

現場内運材
（2tトラック）

新作業システム（タワーヤーダ）

・大型の高性能林業機械の導入により作業効率が向上。
・フォワーダを使用しない直送運搬により運材効率も向上。
・従来システムでは搬出不可能な林分において、大型林業機械に
よる施業が可能。

集 材
（ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ）

現場内運搬
不要伐 倒

（チェーンソー）

造 材
（ハーベスタ）

労働生産性
６．６㎥/人日

運 材
（10ｔトラック）

11
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「香美市未来の森づくり委員会」の設置による地域の森林整備と林業振興
～高知県香美市～

○ 香美市（人口26,862人、森林面積47,208（88％））は、平成31年４月、地域の森林を次世代に引き継ぐた
めに森林の適正な管理と地域特性に応じた林業振興を図るため、条例により「香美市未来の森づくり委員
会」を設立。大学、森林組合、建築・設計等の代表14名の委員で構成し、森づくり、市産材活用、担い手対
策、教育・普及PRの４つの部会を設置。

○ 今後、委員会を中心に、航空レーザー測量結果を活用した森林情報の整備、香美市産材のブランド化・普
及、担い手の持続性確保、広報・PR活動などの課題の検討と施策を推進。

12
（出典）香美市資料等

かみし



「森林の文化創造推進室」の設置による新たな森林管理循環システムの構築
～高知県梼原町～

○ 梼原町は、平成31年４月、町の組織として「森林の文化創造推進室」を設置。町・森林組合・(株)矢崎総業の
職員を専任スタッフとして配置。

○ 町内の森林の約７割が収穫期を迎える中で、町・森林組合・矢崎総業の三者共同により、森林情報の整備、森
林整備計画の作成、植林－保育－間伐－皆伐の低コスト循環型の森林づくり等を推進し、森林の再生と林業成長
産業化を目指す。

■ 梼原町の新たな森林資源循環システム ■ 梼原町の森林・林業の課題と対応

１．課題
・ 造林・保育作業従事者の不足
・ 皆伐面積の増加と再造林率の低下

２．対応
（１）林業の担い手の育成

・ 自伐林家の技術力向上（安全性、生産性向上）
・ 他業種との協業による森林整備と体制づくり

（２）森林資源循環のための再造林の取組強化
・ 再造林経費の上乗せ助成（国県町補助で100％）
・ 低コスト造林の推進（町有林での実証）
・ 分収造林、公有林化による再造林の方策検討

（出典）梼原町資料等
13

■梼原町
人 口 3,495人
森林面積 21,447ha
森林率 91％

植林

保育皆伐

間伐

新たな森林管理循環
システムの構築

〈町内の森林の７割が主伐可能な45年を経過〉

ゆすはらちょう



指
導

県

○ 愛媛県は、新たな森林管理システムの円滑な運用のため、流域単位に市町に代わって新たな森林管理システムを
推進する「森林管理推進センター（仮称）」（県下５箇所程度）と推進センターを支援する「森林管理支援センター」（県下
１箇所）の設置を計画。（森林管理支援センターは令和元年８月から業務を開始）

○ 流域単位の推進センターは、地域内市町、森林組合、林政アドバイザー等で構成し、森林環境譲与税を活用し、森
林所有者の意向調査、経営管理集積計画の作成等を行い、地域の森林管理と担い手育成を推進。

流域単位に地域の森林管理を担う「森林管理推進センター（仮称）」を設立
～愛媛県～

14

森林管理推進センター（仮称）【県下5箇所程度設置】

○役割：流域単位に市町に代わり新たな森林管理システムを推進する組織
○構成：地域内市町・森林組合＋林政アドバイザー※１＋指導員（県譲与税充当）

経 営 林（林業経営に適した森林）
○県公表するリストから委託先を選定し、再委託
○経営管理実施権配分計画樹立

経営管理権集積計画の作成

人材斡旋・技術支援

森林経営の委託
(経営管理権)意向調査

環 境 林（条件不利な森林・再委託に至るまでの森林）
○市町村による管理（市町村森林経営管理事業）

新規参入希望事業体

森林施業の優先委託
森林経営の再委託
（経営管理実施権）収益の還元

（経営管理受益権）

一定期間の事業量を確保 → 生産性向上・人員確保

就業支援

・技術支援
・担い手募集
・発注情報

市 町

指導

森林所有者意向調査

支援・経費負担成果報告

県譲与税充当

森林管理支援センター【県１箇所設置】

○役割：推進センター支援・担い手の確保・労働力の流動化
○構成：指導員 県譲与税充当

市町譲与税充当

人材育成 専門機関と連携した研修
（(大学等） 県譲与税充当

森林所有者

意欲と能力のある林業事業体

愛媛県における「新たな森林管理システム」運用スキーム （想定案）

森林・所有者情報管理・共有システムの構築 県譲与税充当
（出展：愛媛県資料等）



市主導による林地集約と林業競争力強化

～愛媛県西予市～

○ 西予市は、平成23年度の機構改革で、市野村町林業総合センター内に「西予市林業活性化センター」を設置し、山林所有者に
集約化の働きかけを行い、同意を得られた所有者を登録し、林業事業体に情報を提供。登録に当たっては、山林所有者が市に
①山林所有者情報の事業体への提供、②事業者による所有山林への立入り（境界確認、立木調査等）、③事業体による施業の提
案等を内容とする「山林登録同意書」を提出。

○ 林業事業体は、市からの情報をもとに、施業集約化、森林経営計画の策定、所有者との森林経営委託契約の締結を行い、林地
集約と森林整備を進める「林業活性化プロジェクト」を推進。平成24～29年度の６年間で59団地、7,852haを集約し、このうち
森林経営計画6,029haを作成。

森林所有者

西予市林業活性化センター

西予市職員
森林組合職員

（出向）
事業体職員

（出向）

森林経営計画の作成支援

収益還元

契約締結の
働きかけ

■ 西予市林業活性化センターの発足

森林経営委託
契約の締結

森林組合

森林経営計画の作成

(株)エフシー
集約化の働きかけ

個人情報の利用

同意の得られた
森林所有者の登録

■ 西予市

西予市
人口 39,220人
森林面積 38,548ha
森林率 70％

（出典）西予市資料等

森林経営計画の作成

西予市
林業課

同
意
の
あ
っ
た

森
林
所
有
者
情
報
の
提
供

区分 担当

働きかけ 市町村

森林経営委託契約の締結
森林経営計画の作成

林業事業体

ポイント
・公的機関の実施による信頼性の向上。 ・市の持つ個人情報を利用し事業推進。

経費
・センターの運営事務費は西予市が負担。 ・林業事業体の出向職員の人件費は派遣元が負担。 15
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● ICTを活用した物流・商流の情報等を一元管理

● 資源から住宅までのOn-Demand流通

地域外供給14万㎥

原木の
有利販売

製品・住宅等の開発等
高付加値化で販路開拓

適正利益を林業経営に還元

製品素材

主伐・更新
の推進

生産目標 27万㎥/年 地域内加工13万㎥

久万林業活性化プロジェクトによる提案型集約化施業と地域総合商社
「久万林業本部」の創設 ～愛媛県久万高原町～

○ 久万高原町は、明治５年に吉野から来住した井部栄範が久万林業の基礎を築き、民有林素材生産量約20万㎥、愛媛県の４
割を占める全国有数の林業地域（人口8,650人、森林面積58,369ha、森林率90%）。

○ 平成17年度より久万広域森林組合に設置された「活性化センター」を中心に、森林所有者の費用負担なしで森林管理委託契
約を締結し、提案型集約化施業により集約化した施業を地域の林業事業体に発注。 平成28年度から森林所有者等に対する林
業経営講座」を開講。

○ 平成29年度の林業成長産業化地域の指定を受け、地域総合商社「久万林業本部」の創設による、①ICTを活用した物流・商
流の一元化、②久万林業経営体の育成、③久万材のブランド化、④久万山の多面的利用を推進。

■ 久万林業活性化プロジェクト
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地域総合商社「久万林業本部」の創設

資源の利用
多面的利用

「久万林業経営体」の
育成で、担い手確保
素材増産体制を構築

（出典）久万高原町資料等

くまこうげんちょう



林業技術者

・県OB、森林組合OB、国OB等
・研修の受講

市 町

・地域の森林管理（意向調査、森林整備）
・地域材の利用
・担い手育成

香 川 県

・林業技術者情報の収集
・研修等による人材育成
・かがわ森林アドバイザーの登録

○ 香川県は、新たな森林管理システムの円滑な運用に向けて、令和元年度に「かがわ森林アドバイ
ザー制度」を創設。

○ 県が森林アドバイザーの候補となる林業技術者情報を収集し、森林環境譲与税も活用し、森林・林業
の政策や技術の研修により人材育成を行った上で「かがわ森林アドバイザー」として登録。市町のニー
ズに応じて森林アドバイザーが市町を支援。

「かがわ森林アドバイザー制度」の創設により市町の森林・林業行政を支援
～香川県～

■ かがわ森林アドバイザー制度の概要
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・地域の森林管理の支援
・技術指導・支援・アドバイザーの派遣

・技術者情報の提供

・技術者情報
・育成・登録

■かがわ森林アドバイザー研修の様子
（香川森林事務所が連携支援）

（出典）香川県資料等

○かがわ森林アドバイザー

・森林所有者の意向調査
・経営管理集積計画の作成
・間伐等の発注・管理・伐採・造
林・路網整備・県産木材の調達・
利用の指導・助言等


